
地域・アジア研究

中国では、しばしば「依法治国」や「法治」がスローガンとして登場するが、実態は実現され

ていない。ところで、中国で法治が実現しにくいのは、中国共産党自身が法律を遵守しないとい

う問題のみではなく、中国政府の決めた法律に拘束されようとしない独自の慣習を持つ少数民族

が中国にはおり、その少数民族の慣習を裁判結果に取り込んで判断してしまう例も散見される。

これは、政府の作成した法律があっても、その法律よりも優先して人民法院が判断する基準があ

るということであり、「法治」とは相いれない。本稿は、少数民族の慣習という視点から中国の

法治の実態を明らかにすることを目的とする。このような少数民族の慣習を基準にした裁判結果

は、中国で出版されている周世中[ほか]（2015）『西南地区での司法判断中の民族慣習法の適用

に関する研究――黔桂雲川の侗族・苗族・彝族・チベット族の慣習法を例にして（中国語原文は

「民族習慣法在西南地区司法審判中的適用研究――以黔桂雲川的侗苗彝藏族習慣法為例」）』（中国・

法律出版社）にまとめられている。本稿は、この周世中らの研究を評釈する形で論を進める。本

稿の結論としては、慣習法が裁判の基準となる場合は、裁判官の裁量によるところがあり、必ず

慣習法が基準となるわけではないとして、やはり中国の裁判は裁判官の裁量に左右されるもので

あると述べる。

　　

キーワード：中国法　慣習法　法治　国家法と慣習法の衝突　アジア法

高橋　孝治＊

Ⅰ．問題の所在

Ⅱ．周世中 [ ほか ]『西南地区での司法判断中の民族慣習法の適用に関する研究』から見る

　　少数民族慣習法が関わる裁判結果とそれに対する若干の考察

Ⅲ．結びにかえて――全体を総括して

The Study on the Current State of Rule of Law in China
――Read on ZHOU SHI ZHONG et al. "MINZU XIGUAN FA ZAI XINAN MINZU DIQU SIFA

SHENPANZHONG DE SHI YONG YANJIU" on Minority Custom Laws and Justice

中国における法治の現状
――少数民族慣習法と司法に関して周世中［ほか］

『西南地区での司法判断中の民族慣習法の適用に関する研究』を読む

※本稿において，［　］は直前の単語の中国語原文を示し、初出にのみ付した。

＊　一般企業勤務
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Ⅰ．問題の所在

中華人民共和国（以下「中国」という）に

おいては，しばしば「依法治国」や「法治」

がスローガンとして登場する．1999年3月15

日に改正された憲法（1982年12月4日公布・

施行）第5条にも「中華人民共和国は依法治

国を実行し，社会主義法治国家を建設する」

と規定しているように，中国共産党は，これ

を重要なスローガンと位置付けていると言え

よう．しかし，「政権維持のためには法より

も物理的強制力や暴力に頼る傾向」があると

指摘されているように（高見澤＝鈴木［ほか］ 

2016：p.61），中国共産党は政権維持のために，

政府機関は法律に則って処理を行うというい

わゆる西洋諸国の「法治」とは言えないよう

な法運用を行うことがしばしばある（具体例

としては，高橋（2016a：p.308）や高橋（2016b：

p.97）などを参照）．

しかし，中国において政府の作成した法律

が守られていないのは，中国共産党自身が法

律を遵守しないという問題のみではない．中

国には，中国政府の決めた法律に拘束され

ようとしない独自の慣習を持つ少数民族が

おり 1，その少数民族の慣習を裁判結果に取

り込んで判断してしまう例も散見される．こ

れは，政府の作成した法律があっても，その

法律よりも優先して人民法院（日本の「裁判

所」に相当する）が判断する基準があるとい

うことであり，「法治」とは相いれない2．そ

れでは，この少数民族の慣習法が関係してい

る裁判では具体的にどのような判断を行って

いるのだろうか．これを明らかにすることが

本稿の目的である．

人民法院が少数民族の慣習に関係して判断

を行った例については，日本語では管見の限

り，西村（2007）で若干触れているにとど

まっている．西村（2007：p.27）では，「1960

年代に5頭の牛で股裂きを実行した頭人が裁

判にかけられたが，民衆が何回も刑事処分の

免除を求めた結果，死刑を免れたことがあっ

た」と述べている．これは，当地および当人

らの慣習によれば，死刑にするべきではない

事例であるため，当人らが人民法院に要求を

行い，判断を変えさせた例と言える．このよ

うな現地人による慣習による判断を求める要

求は，西村（2007：p.99）にも別の1980年代

に起こった例が掲載されており，ある程度見

られる例と思われる．しかし，残念なことに

西村（2007：p.99）の例は，人民法院による

判決が言い渡された後に，当地人による人民

法院への慣習に依った処理をするよう要求が

あったことは述べられているものの，この要

求に従って人民法院が判決を変更したのかに

ついては述べていない．結果として人民法院

が少数民族の慣習法を根拠に判断した事例に

ついては，その具体的裁判内容があまり明ら

かになっていないと言える．さらに，中国最

大の法律情報ウェブサイト「北大法意」でも，

「少数民族の慣習に従って判断を行った裁判

結果」については見ることができない3．し

かし，中国で出版されている周［ほか］（2015）

には，「少数民族の慣習に関連して判断が行

われた裁判結果」の具体例が数件掲載され

ている．周［ほか］（2015：p.133や pp.221-

229）によれば，これらの裁判結果は，周［ほ

か］（2015）の著者である周世中などが各裁

判官から聞き取ったものとのことである．こ

のように「少数民族の慣習に関連して判断を

行った裁判結果」の具体的判断例はあまり公
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開されておらず，周［ほか］（2015）の中に

記載されているこれらの事例は非常に貴重と

言うことができる．本稿は，周［ほか］（2015）

に記された「少数民族の慣習に関連して判断

を行った裁判結果」を評釈し，中国において

少数民族慣習法がどのように人民法院の判断

に影響を与えているのかを考察しようとする

ものである．なお，周［ほか］（2015：p.162）

は，国家法は重要な位置を占めるが慣習法は

それを補充するものであり，中国の特殊な事

情を考えれば人民法院における慣習法の適用

を否定することはできないと述べ，人民法院

による慣習法を根拠にした判断を否定的に見

てはいない．もちろん，日本などでも民事法

に関しては法律の定めがない場合には慣習法

が適用される余地はある（民法（1896年（明

治29年）4月27日公布．1898年（明治31年）

7月16日施行．2016年（平成28年）6月7日

最終改正・改正法施行．以後も改正はされて

いるが全て未施行）第92条）．しかし，本稿

が明らかにするように，それを刑事法の運用

についても慣習に依り，各当事者の判断に委

ねようとしていると思われる点に中国の特殊

性があると言える．もちろん，中国刑法（1979

年7月1日公布．1980年1月1日施行（これ

を「79年刑法」という）．1997年3月14日全

面改正．同年10月1日改正法施行（これを「97

年刑法」という）．2017年11月4日最終改正・

改正法施行）第90条には「民族自治地方に

おいてこの法律の規定を全部適用することが

できない場合には，自治区または省の人民代

表大会が，現地の民族の政治的，経済的およ

び文化的特徴ならびにこの法律に規定する基

本原則に基づいて変通もしくは補充規定を制

定し，それを全国人民代表大会常務委員会に

報告し，その許可を得てから施行することが

できる」との規定があり（79年刑法第80条

にも同様の規定があった），各少数民族に適

するよう刑罰を弾力的に適用することができ

る変通規定および補充規定を設けることがで

きる旨定められている．しかし，この変通規

定や補充規定はこれまでに制定されたことが

なく（西村 2007：p.102），法律を遵守する

ならやはり刑法通りに処理を行わなければな

らないことになる．

本稿は，これらを踏まえて中国の少数民族

慣習法が人民法院の判断にどのように影響を

与えているのかを明らかにし，もって中国の

法治の現状を少数民族慣習法のアプローチか

ら検討するものである．

Ⅱ．‌�周世中［ほか］『西南地区での司法

判断中の民族慣習法の適用に関する

研究』から見る少数民族慣習法が関

わる裁判結果とそれに対する若干の

考察

本章では，周［ほか］（2015）に掲載され

ている少数民族慣習法が判断根拠となった裁

判結果を見て，若干の考察を行う．

１．司法機関が黙認する賠命価

チベット文化圏には賠命価とか賠血価呼ば

れる伝統がある．これは，殺人事件や傷害事

件に対し，主に賠償を支払うことで解決を

図るという方法である（王 2008：p.51；西

村 2007：p.113）．「『賠命価』または『賠血

価』とは，殺人事件や傷害事件が発生した後

に，地元の部落や宗教の上層人員が主導また
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は裁定のもとで，被害者の家族または被害者

本人は加害者やその家族に『賠命価』・『賠血

価』（「命や傷害への賠償金」という意味）と

して一定額の金銭やその他の金銭的利益を請

求する．そのような請求に対して，加害者や

その家族はそれに応じて支払っていれば，刑

事罰を含むその他の罰はもはや科さない．逆

に，加害者やその家族などは金銭やその他の

金銭的利益の支払いに応じなければ，被害者

の親族や所属する部落の人々は，加害者のと

ころへ行ってその命を奪ったり，同じような

障害を負わせたりする，というようなやり方

である．このような慣習は，古くからチベッ

ト族の間で存在」するとも言われている（西

村 2007：pp.98-99）．

西村（2007：p.114）では，賠命価のため

に中国政府は国家法による処理を寛大に行

い，少数民族自身の慣習によって犯罪の処理

がなされることにより4，この慣習に対する

解決を図ろうとしたが，1999年の憲法改正

で「依法治国」が条文化すると，国家法があ

るにも関わらず寛大な処理を行うことが難し

くなってしまったと指摘している．しかし，

本節で示すように，2000年代になっても賠

命価的な処理に対して政府機関が黙認する事

例が見られる．以下，周［ほか］（2015）に

掲載されている事例である．

【事例１】賠命価により所持することが違法

とされている小銃を引き渡すことに合意し

た例（周［ほか］ 2015：pp.229-230）

　�2006年に四川省カンゼ・チベット族自治

州［甘孜藏族自治州］丹巴県の元放牧民Aが，

アバ・チベット族チャン族自治州［阿埧藏

族羌族自治州］の放牧民Bが他者Cのヤク

を盗み取ったと通報し，BはヤクをCに返し，

賠償も行った．しかし，通報を不愉快に思っ

たBは毎日Aの家に行き罵倒の言葉を浴び

せ，騒ぎ立てていた．これに対して司法機

関は事件として受理することもなく，地元

政府もこの紛争に関わらないようにしてい

た．A一家は数か月は耐えていたが，つい

に耐えることができなくなり，ついにある

日小銃でBを射殺し，司法機関に行き自首

した．しかし，Bの家族はそれに納得せず，

調停［調解］を行うことになった．調停の

結果，Aは少々の現金と100頭のヤク，100

頭以上の羊，凶器となった小銃を賠償とし

てBの遺族に支払うこととなった．司法機

関は当該調停の協議書を確認し，国家が所

持することを違法としている小銃の授受が

記されていることにも気づいた．しかし，

当事者同士で決めたことだからと人民法院

もこの調停を黙認することとした．

【事例１】では，殺人事件が起こり，加害

者が自首をしているにも関わらず，当事者同

士の調停で事件が処理されている例である．

「司法機関に自首」ということは中国政府サ

イドもこの事件について認知はしていたが，

結局殺人事件としての刑事訴訟は行わなかっ

たということである．先に述べたように，西

村（2007：p.114）では，1999年の憲法改正

により「依法治国」の規定ができ，国家法が

あるにも関わらず寛大な処理を行うことが難

しくなったと指摘している．しかし，少なく

とも【事例１】を見ると，2006年の段階で

も殺人事件が司法機関に認知されているにも

関わらず，被害者の遺族と加害者の調停によ

り事件処理がなされており，国家法があるに
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も関わらず寛大に処理しようとしているよう

に見える．さらに【事例１】では，賠命価の

対象として凶器である所持することが違法と

されている小銃を引き渡すこととなってお

り，しかもそれに政府機関が気づいておきな

がら，これを黙認している．

これら二点はともに大きな問題があると言

える．中国では，刑事訴訟を提起する場合に

は，まず対象となる事件を刑事事件として取

り扱うのかを決定する「立案」と呼ばれる手

続きを行わなければならない．立案とは，「公

安機関や人民検察院，人民法院が報案，告発，

通報，自首などにより，管轄範囲に従い審査

をし，犯罪事実が確実に存在するかと刑事責

任を追及すべきかを審査し，あわせて法によ

り刑事事件として捜査および裁判といった訴

訟活動を行うか否かを決定すること」とも説

明される（小口＝田中 2012：pp.153-154；龍

＝楊 2012：p.245；王 2013：p.180）．中国では

まず立案がなされなければ，刑事訴訟の提起

はおろか，捜査活動などが始まることもない

（王 2012：p.213；陳 2014：p.206）．立案に関

しては，中国で2012年に改正された刑事訴訟

法（中国で刑事訴訟法は，1979年7月7日に

公布され，1980年1月1日に施行（以下「79

年刑訴法」という）された．そして，79年刑

訴法は，1996年3月7日全面改正され（1997

年1月1日改正法施行．以下「96年刑訴法」

という），2012年3月14日に再び全面改正さ

れ（2013年1月1日改正法施行．以下「12年

刑訴法」という），2018年10月26日に一部改

正・同日施行されて現在に至る）第109条に

は「公安機関もしくは人民検察院は犯罪事実

もしくは犯罪被疑者を発見した場合，管轄範

囲に従い立案捜査をしなければならない」と

いう条文があり（96年刑訴法第83条にも同様

の規定があった），12年刑訴法は第112条でさ

らに以下のように規定している．「人民法院，

人民検察院もしくは公安機関は報案，告発，

通報および自首などにより，管轄範囲に従い，

迅速に審査を行い，犯罪事実が存在し，刑事

責任を追及する必要があるとき，立案しなけ

ればならない．犯罪事実が存在しないもしく

は犯罪事実が明らかに軽微であり，刑事責任

を追及する必要がないとき，立案はしないも

のとし，不立案の原因を控告人に通知するも

のとする．控告人に不服がある場合は，不服

審査をすることができる」（96年刑訴法第86

条も同様に規定していた）．ここでは，条文

上「犯罪事実が存在しないもしくは犯罪事実

が明らかに軽微であり，刑事責任を追及する

必要がないとき」のみ立案を行わなくてよい

と規定されている．すなわち捜査などをはじ

めとする刑事手続の開始を行わなくてよい場

合は限定されているのである．そして【事例

１】の場合が，このような立案を行わなくて

よい場合に該当するようには思えない．

また，立案がなされた場合であっても，捜

査を進めていくうちに「不起訴」となる場合

もある．中国で「不起訴」処分としなければ

ならない場合は，12年刑訴法第177条第1項

に①犯罪の事実がない場合，②情状が軽微で

危険が少なく，犯罪とはみなせない場合，③

既に公訴時効［追訴時効］の期限が経過して

いる場合，④特赦令により刑罰が免除された

場合，⑤告訴があってはじめて処理される犯

罪において告訴がない場合もしくは告訴が撤

回された場合，⑥犯罪の容疑者，被告人が死

亡した場合，⑦その他法律の規定により刑事

責任の追及が免除される場合と定められてい
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る5．また，情状が軽微で，刑法により刑罰

に処すことが不必要と判断できる場合もしく

は刑罰が免除される場合には不起訴とするこ

とができるとも規定されている（12年刑訴

法第177条第2項）6．【事例１】の場合もこれ

らの規定のどれにもあてはまるとは考えにく

く，不起訴にできないのではないかとも考え

られる．

その意味では，明らかに「条文の範囲内で

の裁量の枠内」ではなく7，「条文の枠を超え

た」判断がなされていると言える．

さらに【事例１】には，所持することが違

法とされている小銃の授受が合意され，それ

を司法機関や人民法院も知っていながら，黙

認しているという問題もある．こちらについ

ては，「殺人事件が起きているにも関わらず，

当事者同士の調停で事件処理をした」という

点以上に問題があると言えよう．当事者同士

の調停による賠命価で殺人事件を処理したこ

とについては既に述べたように，法律の条文

の枠を超えた判断であったと評せるものの，

「少数民族の慣習に沿うことにより，社会を

安定させる」という方法には合致していると

評せることから中国での法運用としては説明

ができないわけではない（高橋 2016c：p.87）．

しかし，賠命価として相手方に引き渡す財物

に所持することが違法な物が含まれているか

否かはこれと異なる問題であると言える．賠

命価は「命や傷害への賠償金」として一定額

の金銭やその他の金銭的利益を支払うもので

あり，「事件に使われた凶器を引き渡す」も

のではない．つまり，当該小銃の授受は行わ

れなくても賠命価は成立するにも関わらず，

所持することが違法の小銃の授受を司法機関

や人民法院はこれを黙認したのである．少な

くともこのことからは，中国では刑事事件処

理の際に，少数民族自身の慣習による処理を

期待して国家法による処理を寛容に行おうと

しているというよりは，少数民族の行うこと

が違法であっても介入しないようにしている

と言うことができよう．

しかし，少数民族の行う慣習法的処理の全

てに国家が介入しないようにしているわけで

はない．例えば，賠命価で処理した後，さら

に懲役が科された例として【事例２】のよう

な例もある．

【事例２】賠命価により処理し，さらに懲役

が科された例（周［ほか］ 2015：p.229）

　�2010年，四川省カンゼ・チベット族自

治州理塘県のある郷で，3人が2人を死亡

させ，1人に重傷を負わせるという事件が

発生した．加害者の親族は被害者側と協議

し，合計100万元の賠償を行うことで合意

した．しかし，この100万元の半分を支払っ

たところで残額は牛，羊，馬およびその他

の財物を10年かけて支払うことで代替す

るということになった．

　�後に県の政法機関はこの事情を知り，当

地の政府は加害者3名の処罰を軽くするこ

とを保障するとの条件の下，加害者3名は

自首した．これは「法制」のためであった

という．この案件は，カンゼ・チベット族

自治州中級人民法院が3人の被告人に対し

て，それぞれ6年，7年，8年の有期懲役を

言い渡すという結果となった．

【事例２】では，賠命価で処理した後，さ

らに国家法で処理がなされている．もっとも，

賠命価による100万元の支払い（実際には半
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額部分は牛，羊，馬での支払い）は，民事的

な損害賠償と見ることができるため，「処罰

を軽くするという保障」はあってもかまわな

いと言える8．しかし，中国の国家法たる刑

法によれば殺人罪の刑罰は，原則は死刑，無

期懲役もしくは10年以上の有期懲役で，情

状が軽い場合は3年以上10年以下の有期懲役

で（第232条），傷害罪の場合，原則は3年以

下の有期懲役，拘役，管制で，重傷の場合

は3年以上10年以下の有期懲役となっている

（第234条）．そして，2人に対する殺人罪と1

人に対する重傷の傷害罪の併合罪となるわけ

だが，中国では併合罪の量刑について2011

年2月25日改正（2011年5月1日施行）前の

刑法では，「判決の宣告以前に，1人で数罪

を犯した者は，死刑または無期懲役に処せら

れる場合を除き，その数罪の刑期を合算した

総合刑期以下，数個の刑の中で最も重い刑期

以上で，情状を酌量して執行する刑期を決定

する．ただし，管制のときは最高刑期3年，

拘役のときは最高刑期1年，有期懲役のとき

は最高刑期20年を超えてはならない」と規

定されていた（第69条第1項）9．ここでは，

死刑または無期懲役に該当する場合は除かれ

るとなっているが，中国では死刑または無期

懲役が科される場合の併合罪を科刑する際

には，死刑一回または無期懲役一回のみが科

されると解されている（賈 2009：p.233；張 

2011：p.529；高＝馬 2011：p.283）．この原

則により計算されるとすると，【事例２】の

加害者に対しては死刑か10年以上の有期懲

役を科すべきということになる．しかし，3

人の被告人はそれぞれ6年，7年，8年の有期

懲役に科されている．無論，中国では法律通

りの科刑が必ずしもなされるわけではないこ

とは既に指摘されており（高橋 2016b：p.97），

中国では発生する可能性がある現象である．

少なくとも法律に従えば，10年以上の有

期懲役に処さなければならない事例で，それ

ぞれ6年，7年，8年の有期懲役が科されてい

るということは，法律の条文を超えて刑罰の

軽減も行われているということである．【事

例２】では「法制のため」に10，加害者3名

に軽くしたものとはいえ，処罰を行うとして

いる．ここでいう「法制」とは，「法があれ

ばそれを執行する」という意味で使っている

のだろうが，条文を逸脱した減刑を行っても，

「法制（法治ではない）」と言えるのだろうか

という点には疑問が残る．

しかし，【事例１】と【事例２】を比較すると，

少数民族の慣習により犯罪行為が処理されて

いても，さらに国家法による処理を行うかは，

結局そのときの現場の判断に依っていると言

えそうである．

２．慣習としての復讐行為

チベット文化圏には，賠命価という慣習は

あるものの，周［ほか］（2015：p.231）によ

れば，四川省カンゼ・チベット族自治州には，

さらに相手方の死をもって賠償するという慣

習が見られるという．これは「復讐」とも言

える慣習で，殺害する対象は成年男子に限ら

れ，未成年，女性，一定年齢以上の老人を復

讐の対象として殺害することは許されないと

いう．周［ほか］（2015：p.231）では，この

相手方の死を賠命価の対象とする慣習につい

て，経済的発展の遅れている地域では，決め

られた賠償額や物を支払うことができないこ

とがあり，それならば復讐心を満足させる方
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がよいという点から生まれていると説明して

いる．このような「慣習としての復讐」に対

する中国政府の態度が見えるのが【事例３】

である．

【事例３】慣習としての復讐行為に対する黙

認（周［ほか］ 2015：pp.231-232）

　�四川省カンゼ・チベット族自治州新龍県

で，20数年前に二人の女性が井戸端で口

論を始めた．これがそれぞれの家の男によ

る械闘へと発展し，それによって男のうち

片方は死亡してしまった．そして殺された

男側の家の者は，復讐のために相手方の家

の男をまた殺害した．そして，これに対す

る復讐のために最後に死亡した男の家側の

者は，相手方の男をまた殺害した．このよ

うな復讐が続き，20年間で当該村では10

名を超える男が死亡した．この期間内に自

首した者は殺害を行った者の5分の1にも

満たなかった．しかし，現地人は，「共産

党政府の裁き方は我々は認めない．だか

ら，我々は通報することはしない」と述べ

たという．この事件は紙などの記録には一

切残っていないというが，当該現地人の口

から語られたものであるという．

なお，械闘とは，近代前の華中や華南の農

村でよく見られた武力闘争で，棍棒などの武

器を持ち集団的に行う武力闘争のことである

（仁井田 1980：p.318；高見澤 1998：p.9）．【事

例３】においても，これらの復讐により10

名超の男が死亡し，しかも殺害を行った者の

5分の1満たない数とはいえ，一部で自首を

している者もいる．ここから，中国の公安な

り政府機関は，これらの繰り返される復讐行

為については認知しているはずと言える．し

かし，結局これらの復讐による殺人の全てが

刑事事件として取り扱われているわけではな

い（自首した者に対しては，人民法院で刑事

事件として処理したのかは周［ほか］（2015）

には記載されておらず不明）．

結局，【事例１】に関して述べたことと同

様に，政府機関が認知していると考えられ，

さらに立案しなくてよい例とも不起訴として

も構わない例とも言えないと考えられるにも

関わらず，【事例３】も全ての復讐行為によ

る殺人を法律の条文通りに処理していない例

と言うことができる．

３．裁判官に適用を選択される慣習

「国家法に代わって慣習法が適用されてい

る」と言っても，Ⅱ．１．で見たように，現

場の判断で国家法による処理も合わせて行わ

れていることがある．そして，【事例４】は，

どのような慣習法を適用すべきか裁判官が決

めている例である．

【事例４】ある村の慣習が美しい伝統に反し

ているとし，判断基準とされなかった例（周

［ほか］ 2015：p.161）

　�2008年のある日，若い男女が婚姻の宴席

を行った．しかし，この日，新婦は婚姻外

の男と駆け落ちし，行方不明となった．新

郎側は新婦側親族に宴席の費用と結納金合

わせて2万元の賠償を請求した．これにつ

いて，裁判官は調査を行い，当該村の村民

規約［郷規民約］の中に宴席と結納金に関

するこのような具体的金額が定められてい

ることを知った．
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�そして，裁判官は以下のように述べた．「現

在のこの侗族の村にはよくない慣習があ

り，それは見栄のために非常に多くの額を

浪費するようなことをすることである．こ

れは侗族の伝統的美徳である『節約』に明

らかに反している．今回の婚姻の宴席およ

び結納金の額は村民規約の額を大きく超え

ている」．最後に裁判官は，村民規約の金

額に従い，新婦側の家が新郎側の家に3,500

元を支払うように命じた．これを受けて新

郎側の家と新婦側の家は3,500元の賠償で

解決することにつき協議が成立した．

【事例４】では，当該村には村民規約があ

るにも関わらず，「見栄のために非常に多く

の額を浪費する」という慣習があるというこ

とは裁判官も認めている．しかし，このよう

な慣習は「伝統的美徳」に反するとして，当

該浪費するという慣習に基づいた賠償を認め

ず，他の侗族の村の「節約」という慣習に依っ

ていると判断される村民規約に定められてい

る額に従って賠償額を決定した．ここから，

少数民族に関して発生する紛争に対し，村の

慣習や民族の慣習など複数の慣習が存在する

場合には，裁判官が任意に適用される慣習を

決定することがあるということが示されてい

ると言える．

４．慣習があっても法律通りに処理される例

一見すると法の執行に問題がなさそうに見

える事例であっても，周［ほか］（2015）は，

「少数民族の慣習を無視している」として批

判的に評釈している例がある．これが【事例

５】である．

【事例５】女性の相続権に関し，法律通りに

処理をした例（周［ほか］　2015：pp.131-

131）

　�原告Aと Bは1950年に婚姻し，1958年

から5部屋ある木造住宅甲に住んでいた．

婚姻後，娘C，Dなどをはじめとして6人

の子どもに恵まれた．しかし，その子ども

のうちE，Fの2人は知的障がい者であっ

た．E，F以外の子どもは早くに結婚し，

別居していた．1987年からCは木造住宅

甲を3部屋の住宅に改造し，解体した2部

屋分の土地に，新しい木造住宅を造った．

ところで，AとBは感情の不和から夫婦の

義務も履行せず，20年以上別居生活を送っ

ていた．別居期間中，村民委員会の調停［調

解］によりCが父であるAを，Dが母であ

るBを扶養することとなった．この調停に

よる協議は整ったが，実際にはA，B，E，

Fは3部屋ある木造住宅で一緒に住んでい

た．しかし，2008年にAが死亡し，CはA

の葬儀を行うなどをした後，母であるBを

追い出し，C自身の荷物を3部屋となった

Bが以前から居住していた木造住宅に運び

込み，Bが住めないようにしてしまった．

なぜこのようなことをするのかBがCに問

うたところ，BはCに罵られ，さらに殴打

された．

　�Bは仕方なく，財産相続を争点にしてC

と法廷で争うことにした．このとき他の3

人のAとBの娘は第三者としてAの財産

を相続法［継承法］および関連法規に基づ

き相続するよう要求した．Bの人民法院へ

の請求内容は以下の通りであった．①被告

Cが1990年に勝手に解体した木造住宅甲

の2部屋の原状回復を要求する．②1958年
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にAおよびBの夫婦で建設した5部屋ある

住宅甲の半分である2部屋半分は原告Bに

権利が帰属することの確認を要求する．③

Aは遺産である木造住宅甲のうち，原告B

に権利が属していない2部屋半分の権利に

ついてB，D，E，Fに均分に生前贈与し

ていたことの確認を要求する．さらにBは

以下のように述べた．被告Cの行為は人道

にも反し，さらに1987年の木造住宅甲改

修工事中に他の者と相談することもなく家

の畑を潰し，1990年には父母の家のうち2

部屋を勝手に潰すなどしてしまった．父母

であるAおよびBは，長期に亘って別居す

ることを望んでいたが，知的障がい者であ

るE，Fを扶養するために別居ができなかっ

た．Cは父母や弟であるE，Fを扶養しな

いばかりか，Aや兄弟たちの財産を独占し

ようとしており，法院の判決および強制執

行によりこの紛争は解決されなければなら

ない．Aが病気となっていた期間，確かに

Bは夫婦間の看護義務を果たさなかった．

しかし，Cも扶養義務を果たしていなかっ

た．そしてAが死亡した途端に埋葬を勝

手に行っており，Cの相続権が剥奪される

ことに疑いはない．

　�このBの要求に対し，人民法院は以下の

ように判断した．①の要求（木造住宅甲の

原状回復）については，これまでBらは要

求したことがないため，木造住宅甲の改修

につき黙示の同意があったことに疑いはな

く認められない．このため，木造住宅甲が

3部屋になったことも相続が発生する前に

起こったことであり，Aの遺産の範囲は木

造住宅甲に現存する3部屋のみということ

になる．中国の相続法によれば，生活に特

殊な困難が伴う労働能力が欠如した相続人

は遺産相続の際にその旨が考慮されるとし

ており，被相続人に扶養義務を尽くしてい

た者や被相続人と共同生活を送っていた相

続人も遺産相続の際に多く分配を受けられ

るとしている．扶養能力や扶養義務がある

にも関わらず扶養義務を尽くさなかった相

続人は，遺産分割の際に遺産が分割されな

いか少なくしなければならない．このため，

Cは遺産相続については，なしか減額した

上で相続をすべきと人民法院は判断した

（相続できなかったのか，減額されたのみ

に留まったのかは周［ほか］（2015）から

は明らかではない）．これに不服をもったC

は上訴したが，第二審も第一審維持の判決

を下した．

【事例５】については相続法という法律に

則り，しかも情理上も納得のいく判断がなさ

れており特に問題はないように見える．しか

し，周［ほか］（2015：p.133）はこの裁判に

は，問題があると指摘している．それは苗族

の慣習法では，「嫁」に行くため家を出た娘

の相続権を否定しており，父母は息子が扶養

することになっているからである．それはつ

まり，娘が「嫁」に出た場合にその家の人間

ではなくなると考えているということでもあ

る．つまり，「嫁」に出た娘に相続権を認め

ないという苗族の慣習を無視しているという

のである．

これも【事例４】のように，裁判官が任

意で少数民族の慣習を適用することをしな

かったというように見ることもできる．しか

し，思うにこれは女性の権利関係なので法律

通りに処理されたというところだろう．中国
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は，もともと圧倒的な男尊女卑の社会であっ

た（大塚 1985：pp.110-111；楊 2008：pp.22-

23；陳 2011：pp.16-17）．そしてこのような男

尊女卑社会を打破しようとしたのが，中国共

産党政権であった（加藤 2008：p.2；張＝趙 

2009：p.34；楊 2008：p.35）．このため，中

国共産党政権は少数民族に限らず，中国全土

で伝統的な婚姻慣習を打破しようとしてい

た（仁井田 1974：p.141；陳 1991：p.30；宋

＝劉 2007：p.17）．このため，「嫁」となり，

家を出た女性の相続権が認められないという

慣習は，中国政府にとっては認められない

「法」であると言えよう．

Ⅲ．結びにかえて

　　——全体を総括して

Ⅱ．では，これまであまり明らかにされて

いなかった中国の少数民族の慣習に対する中

国の司法機関などの姿勢および事件の処理方

法を周［ほか］（2015）に載っている限りで

見てきた．Ⅰ．でも述べた通り，周［ほか］

（2015）では，国家法は重要な位置を占める

が慣習法はそれを補充するものであり，中国

の特殊な事情を考えれば人民法院における慣

習法の適用を否定することはできないと，慣

習法に基づく処理を批判的に見てはいない．

本稿で見た事例はどれも少数民族の慣習法を

人民法院が直接に適用したものではないが，

中国の「法治」の現状を見るには十分なもの

であったと言えるだろう．すなわち，条文が

あったところで，各少数民族が慣習によって

処理を行うことを期待してか，あまり少数民

族の紛争に介入しようとしない姿勢があると

いうことである．しかも，殺人事件が発生し

ていて，それを司法機関が認知していると思

われるにも関わらず，放置していると思われ

る例すら存在する（【事例３】の例）．そし

て，注7でも述べたように，先行研究（西村

（2007））は「刑事法によって与えられている

自分達の裁量権の範囲内で，少数民族の慣習

などを大いに考慮して，事件の処理を行うよ

うな対応」をしていると指摘しているが，こ

れは誤りで，法律の条文を逸脱して少数民族

の慣習などを考慮していることも指摘した．

しかし，その最大の問題は，少数民族が慣

習による処理を行うことを期待して，国家法

による処理を行うか行わないかは，担当する

裁判官の裁量に委ねられているようであると

いうことが明らかになったことであろう．中

国では裁判の結果も他の裁判への法解釈に

影響を与えないということで（高橋 2016a：

p.311），法による予測可能性が否定されてい

る（鮎京 2009：p.24；高見沢＝鈴木［ほか］ 

2016：p.110など）．そこにさらに少数民族に

よる慣習による処理を期待して国家法による

処理をするか否かにすら予測可能性が立たな

いという点は，中国の「法治」を象徴してい

るだろう．すなわち，現場の裁量次第でどの

ような結果がでるかはあらかじめ予測できな

いにも関わらず，「法治」を標榜していると

いうことである．

なぜこのようなことが起こるのかと言う

と，以下のように考えることができる．Ⅰ．

で述べたように，中国で法治が問題となるの

は，独自の慣習を持った少数民族が多数存在

するというだけではなく，中国共産党が政権

維持のために法律を遵守しないという問題も

ある．しかし，これらは別個の問題ではなく，

同一の問題と言えるのではないだろうか．す
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なわち，少数民族側から見ると，中国の人口

の大多数を占める漢族との軋轢などもあり

（国分 1999：p.111；塩川 2008：pp.136-137），

中国共産党が政権を維持するためには「少数

民族の不満をなるべく少なくする」ことも必

要であると考えられる．すると，各少数民族

が独自の慣習により事件を処理することは，

直接的ではないにしろ中国共産党政権の維持

に寄与できると考えられるのである．すなわ

ち，独自の慣習を持つ少数民族が存在してい

ることであれ，中国共産党が法律に拘束され

ていないことであれ，中国で「法治」が問題

となる点には中国共産党の政権維持のためと

いう要素があると言える．

しかし，少数民族の不満を抑えるために独

自の慣習を尊重したとしても，封建的な男尊

女卑の打破を掲げていた中国共産党政権に

とっては，相続権に関する男女の不平等の慣

習までは認めるわけにはいかないという要素

があるように見えることも指摘した．結局，

少数民族の慣習と法治に関する問題も全ては

中国共産党の意思次第ということである．
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